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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 7,523 △8.2 432 △35.3 467 △31.4 348 △23.1

29年3月期 8,192 △3.7 668 △0.9 681 △11.8 452 △16.0

（注）包括利益 30年3月期 424百万円 （△22.4％） 29年3月期 546百万円 （57.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 145.28 ― 3.7 3.6 5.7

29年3月期 188.96 ― 5.0 5.3 8.2

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 ―百万円 29年3月期 ―百万円

（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っています。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し
て、「１株当たり当期純利益」を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 12,973 9,524 72.7 3,938.45

29年3月期 13,074 9,256 70.1 3,827.57

（参考） 自己資本 30年3月期 9,435百万円 29年3月期 9,170百万円

（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っています。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し
て、「１株当たり純資産」を算定しております。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 351 △257 △267 2,035

29年3月期 855 △511 △254 2,207

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 6.00 ― 7.00 13.00 155 34.4 1.7

30年3月期 ― 6.00 ― 35.00 ― 155 44.7 1.7

31年3月期(予想) ― 30.00 ― 35.00 65.00 37.1

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成30年３月期の第２四半期以前の配当金については当該
株式併合前の実際の配当金の額を記載しております。



3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,800 8.9 180 29.1 190 29.0 130 35.9 54.26

通期 8,500 13.0 580 34.1 600 28.4 420 20.7 175.31

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 2,477,435 株 29年3月期 2,477,435 株

② 期末自己株式数 30年3月期 81,742 株 29年3月期 81,481 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 2,395,785 株 29年3月期 2,396,069 株

（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っています。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮
定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

（参考）個別業績の概要

1. 平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 7,195 △9.7 416 △38.3 439 △36.7 328 △30.1

29年3月期 7,970 △4.1 675 10.7 694 1.5 469 0.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 136.93 ―

29年3月期 195.98 ―

（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っています。前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、「１
株当たり当期純利益」を算定しております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 12,249 9,119 74.4 3,806.67

29年3月期 12,396 8,878 71.6 3,705.75

（参考） 自己資本 30年3月期 9,119百万円 29年3月期 8,878百万円

（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っています。前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、「１
株当たり純資産」を算定しております。



2. 平成31年 3月期の個別業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,700 10.2 170 12.7 180 13.6 120 12.5 50.09

通期 8,200 14.0 560 34.4 570 29.6 400 21.9 166.97

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注意事項については、【添付資料】２ページ「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況
（１）経営成績に関する分析
①当期の経営成績
当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績や雇用・所得環境の改善等を背景として、消費者マインド

が改善するなど景気の緩やかな回復基調が続いております。一方、米国の政策運営や欧州政治情勢を受けた世界的な
金融市場の不安定な動向や、アジア地域における地政学的リスクの高まりなど、グローバル経済環境は依然として不
透明な状況が続いております。 
このような情勢下、当社グループにおきましては、「工具の新たな可能性を追求し、お客様が感動する憧れのブラ

ンドを創り、次世代への成長を加速する」を基本方針に掲げ、工具事業を核とした成長戦略を展開し、収益・利益の
拡大に努めてまいりました。 
これらの結果、当連結会計年度の売上高は75億23百万円（前年同期比8.2％減）、営業利益は４億32百万円（前年

同期比35.3％減）、経常利益は４億67百万円（前年同期比31.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益につきまし
ては３億48百万円（前年同期比23.1％減）となりました。 

 
事業セグメント別の業績の概要につきましては、以下のとおりであります。 
 
[工具事業] 
主力の当事業部門では、「安全、快適、能率・効率、環境」をキーワードに、既存顧客の深耕、新規顧客の開拓

並びにブランド価値向上等の事業戦略を展開してまいりました。 
開発面では、「安全は全てに優先する」の具現化に向けて、製品の「材料」や「構造・機構」、さらにはセンサ

ーや電子デバイス、ソフトウェアとの「統合」という多面的な進化をはかるための次世代工具開発に注力してまい
りました。具体的には、製品の「材料」や「構造・機構」に関する研究開発への取組みを通じ「より軽く、より強
い」ことはもちろん「安全で、使う人と環境にやさしい工具」の商品化を進めてまいりました。また、モノとヒト
の作業のすべてをつなぐIoT環境構築実現に向け、新たに開発中の次世代ツールを核とした「次世代作業トレーサ
ビリティシステム」の早期販売開始を目指してまいりました。 
販売面では、「安全、快適、能率・効率」を追求する一連のR&Dコンセプトである「新・工具大進化」を具現化

した次世代工具の販売拡大や、お客様の様々な問題・課題を解決するソリューション営業、得意先向け研修会の開
催などに取組んでまいりました。 
さらに生産面では、最新のロボット技術を活用した先進的な自働化、省力化設備の開発や、全社の設備監視を包

括的に行うなど工場のIoT化による中枢的機能の集約を通じ、たゆまぬ生産性の向上とコストダウンの推進に取組
むなど、積極的な先行投資を行いＫＴＣグループにおける「ものづくりの最適化」を図ってまいりました。 
これらの結果、自動車及び一般産業市場を中心とした市販部門が堅調に推移し収益を牽引した一方、直販部門は

次世代工具が売上に貢献したものの一部高付加価値案件が集中した前年同期の水準には及ばず、当連結会計年度の
売上高は72億95百万円（前年同期比8.4％減）、販売促進活動に加え次世代工具の開発に向けた研究開発活動や設
備投資等の積極的な先行投資に伴い経費負担が増加したことも影響し、セグメント利益は２億80百万円（前年同期
比46.1％減）となりました。 
 

[ファシリティマネジメント事業] 
当事業部門では、従前より所有不動産の有効活用を目指し、物件の整備、運営管理を推進してまいりました。 
当連結会計年度におきましては、所有不動産や、石川県羽咋市の太陽光発電所の安定稼働により、売上高は２億

28百万円（前年同期比0.0％増）、セグメント利益は１億51百万円（前年同期比2.8％増）となりました。 

 

②今後の業績見通し
わが国の経済情勢は、堅調な企業業績や雇用・所得環境の改善などを背景として、景気の緩やかな回復傾向が持続

するとみられるものの、海外の保護主義的な通商政策や地政学的リスクに対する不透明感の強まり、社会保険料負担
の増加や平成31年10月に予定されている消費税増税などを通じた実質所得の伸び悩みへの警戒感など、一部先行きに
対する不透明感は払拭できない状況の中で推移するものと思われます。 
このような中、当社グループは、平成25年度より平成33年度を最終年度とする「KTCグループ長期ビジョン」を策

定し、基本方針に「お客様と感動を創造し、圧倒的No.1メーカーとして進化し続ける」を掲げております。平成33年
度までの９年間を３フェーズに分け、３年毎の中期経営計画を実行することにより、長期ビジョンの達成を目指して
まいります。 
フェーズ２となる平成28年度から平成30年度までの第２次中期経営計画につきましては、「工具の新たな可能性を

追求し、お客様が感動する憧れのブランドを創り、次世代への成長を加速する。」を基本方針に、工具事業を核とし
た成長戦略を展開することで、第３次中期経営計画へとつなげてまいります。 
以上により、第２次中期経営計画の最終年度にあたる平成31年３月期の連結業績につきましては、売上高85億円、

営業利益５億80百万円、経常利益６億円、親会社株主に帰属する当期純利益は４億20百万円を見込んでおります。 
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２．企業集団の状況

 当社の企業集団は、当社並びに連結子会社２社で構成され、工具の製造販売を主な事業とし、その他にファシリテ

ィマネジメント事業を行っております。

 当社グループとしての事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

（１）工具事業

  工具…………………………………… 自動車整備用工具、医療用工具及び関連機器、その他一般作業工具及びこ

れらに関連する機器の製造販売

  精密鋳造……………………………… ロストワックス製法による工具及び精密工作機械部品・産業用機械部品な

どの製造販売

（２）ファシリティマネジメント事業… 不動産の賃貸、業務用不動産の運営等

（太陽光発電による電気の販売を含む）

 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮のうえ、適切に対応していく方針でありま

す。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,368,123 2,123,690 

受取手形及び売掛金 2,175,605 2,198,132 

商品及び製品 1,715,287 1,746,838 

仕掛品 684,434 745,982 

原材料及び貯蔵品 345,496 337,773 

繰延税金資産 89,201 47,618 

その他 107,599 129,896 

貸倒引当金 △10,153 △243 

流動資産合計 7,475,594 7,329,689 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 4,738,362 4,888,972 

減価償却累計額 △3,206,574 △3,305,323 

建物及び構築物（純額） 1,531,788 1,583,649 

機械装置及び運搬具 5,173,925 5,138,190 

減価償却累計額 △4,320,637 △4,404,551 

機械装置及び運搬具（純額） 853,288 733,638 

工具、器具及び備品 1,883,607 1,948,895 

減価償却累計額 △1,772,561 △1,815,693 

工具、器具及び備品（純額） 111,045 133,201 

土地 1,669,471 1,669,471 

リース資産 29,465 37,057 

減価償却累計額 △12,710 △11,575 

リース資産（純額） 16,755 25,481 

建設仮勘定 3,485 38,473 

有形固定資産合計 4,185,835 4,183,917 

無形固定資産    

ソフトウエア 304,570 254,511 

その他 23,896 33,094 

無形固定資産合計 328,466 287,606 

投資その他の資産    

投資有価証券 888,091 978,293 

その他 196,740 194,133 

投資その他の資産合計 1,084,832 1,172,427 

固定資産合計 5,599,134 5,643,950 

資産合計 13,074,728 12,973,640 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 341,007 392,225 

短期借入金 949,999 924,999 

1年内返済予定の長期借入金 80,032 － 

未払金 582,320 567,094 

未払費用 146,322 129,315 

未払法人税等 161,754 22,775 

賞与引当金 227,866 136,699 

役員賞与引当金 43,350 14,250 

その他 136,201 73,657 

流動負債合計 2,668,854 2,261,018 

固定負債    

リース債務 12,927 20,796 

繰延税金負債 30,932 62,076 

役員退職慰労引当金 9,351 11,451 

退職給付に係る負債 795,532 793,096 

資産除去債務 56,500 56,500 

その他 243,924 243,732 

固定負債合計 1,149,167 1,187,653 

負債合計 3,818,021 3,448,671 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,032,088 1,032,088 

資本剰余金 2,562,439 2,562,439 

利益剰余金 5,240,762 5,433,081 

自己株式 △140,498 △141,031 

株主資本合計 8,694,792 8,886,577 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 405,648 474,665 

為替換算調整勘定 66,451 74,553 

退職給付に係る調整累計額 3,775 △489 

その他の包括利益累計額合計 475,874 548,729 

非支配株主持分 86,038 89,661 

純資産合計 9,256,706 9,524,968 

負債純資産合計 13,074,728 12,973,640 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 8,192,885 7,523,863 

売上原価 5,011,518 4,731,550 

売上総利益 3,181,367 2,792,312 

販売費及び一般管理費 2,513,107 2,359,836 

営業利益 668,259 432,476 

営業外収益    

受取利息 6,188 5,536 

受取配当金 18,497 20,774 

補助金収入 2,568 8,816 

その他 12,596 12,064 

営業外収益合計 39,850 47,192 

営業外費用    

支払利息 7,168 5,721 

売上割引 3,624 3,644 

為替差損 8,200 － 

その他 7,701 2,878 

営業外費用合計 26,694 12,243 

経常利益 681,415 467,424 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 39,852 

特別利益合計 － 39,852 

特別損失    

固定資産除売却損 17,294 1,445 

特別損失合計 17,294 1,445 

税金等調整前当期純利益 664,121 505,831 

法人税、住民税及び事業税 255,911 111,809 

法人税等調整額 △40,148 45,050 

法人税等合計 215,763 156,859 

当期純利益 448,357 348,972 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△） 
△4,397 921 

親会社株主に帰属する当期純利益 452,754 348,050 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 448,357 348,972 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 111,061 69,017 

為替換算調整勘定 △41,031 10,802 

退職給付に係る調整額 28,417 △4,264 

その他の包括利益合計 98,447 75,555 

包括利益 546,805 424,527 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 561,460 420,904 

非支配株主に係る包括利益 △14,655 3,622 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 664,121 505,831 

減価償却費 376,115 413,162 

長期前払費用償却額 3,996 4,339 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,507 △9,910 

賞与引当金の増減額（△は減少） 76,704 △91,166 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,142 2,100 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 37,200 △29,100 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 63,038 △8,583 

受取利息及び受取配当金 △24,685 △26,311 

支払利息 7,168 5,721 

為替差損益（△は益） 4,796 △1,475 

投資有価証券売却損益（△は益） － △39,852 

固定資産除売却損益（△は益） 17,294 1,445 

売上債権の増減額（△は増加） △61,889 △22,094 

たな卸資産の増減額（△は増加） 212,083 △82,250 

その他の資産の増減額（△は増加） △30,614 △21,365 

仕入債務の増減額（△は減少） △96,967 49,644 

その他の負債の増減額（△は減少） △87,298 7,087 

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,000 △65,387 

小計 1,181,697 591,835 

利息及び配当金の受取額 22,435 23,313 

利息の支払額 △7,251 △5,591 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △341,480 △257,746 

営業活動によるキャッシュ・フロー 855,402 351,809 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △51,688 △105,197 

定期預金の払戻による収入 56,021 182,075 

投資有価証券の取得による支出 △1,441 △1,585 

投資有価証券の売却による収入 － 49,629 

固定資産の取得による支出 △505,978 △380,564 

固定資産の売却による収入 529 442 

長期前払費用の取得による支出 △3,051 △7,069 

その他の投資の取得による支出 △16,811 △16,756 

その他の投資の回収による収入 10,538 21,943 

投資活動によるキャッシュ・フロー △511,883 △257,081 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の返済による支出 － △25,000 

長期借入金の返済による支出 △79,992 △80,032 

自己株式の取得による支出 △347 △533 

配当金の支払額 △155,747 △155,731 

非支配株主への配当金の支払額 △950 － 

リース債務の返済による支出 △17,539 △5,900 

財務活動によるキャッシュ・フロー △254,577 △267,197 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,403 385 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 87,538 △172,084 

現金及び現金同等物の期首残高 2,120,039 2,207,577 

現金及び現金同等物の期末残高 2,207,577 2,035,492 
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